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第１B分科会 研究課題「教育課程に関する課題」 

■提言者 群馬県藤岡市教頭会 藤岡市立東中学校 教頭 坂爪 新太郎 先生 

■提言テーマ 

 連携型小中一貫校における教育課程の編成と教頭の関わり 

－「藤岡教育」の実現と９年間の連続した成長支援に向けた組織的アプローチ－ 

■概要 

小中９年間の学びの連続性と地域協働による、持続可能な社会の作り手の育成を目指す「藤岡教育」

について、５つの中学校区における「連携型小中一貫校」の具体的取組と、教頭としての関わり方

について提案された。「連携型小中一貫校」を一つの単位として学校運営協議会を設置し、その中

で、ＥＳＤの視点に立った持続可能な教育課程の編成や教育活動について研究を推進した。学びの

つながりの可視化や「つなぎ教材」の活用により、主体的な学びを促した。 

 

■グループ協議 

 協議の柱を「９年間の学びをつなぐ組織的な連携体制と学校間調整の 

ための副校長・教頭の役割」として、協議を行った。 

・「小中連携の日」を毎月設定している地域、「防災」や「キャリア教育」 

を連携の柱に設定して取り組む地域等、地域の実態に合わせた取組が 

進められている。 

・小中連携は、管理職や担当者だけが頑張っていても成果は出ない。教職員全体の意識を高めるこ

とが大切である。また、連携の取組が充実することで、教頭が多くの役割を担ってしまうことが

懸念される。地域も含めて役割分担することが大切であり、小中連携を進めていくための「つな

ぎ役」を育成することも重要である。 

 

■指導・助言 

○札幌市教育委員会 指導主事 吉田 卓矢 先生 

・柔軟な教育課程を編成することが今後重要になり、学校における 

教育の裁量権が非常に大きくなってくる。 

・柔軟な教育課程を編成するためには、児童生徒の実態を最も把握 

している学校現場の創意工夫が大切である。そのためにも、自校や地域の実態把握、近隣の連携

校の特色理解、そして、小学校と中学校が９年間の子どもの育ちをまず共有し、ビジョンを明確

にもつことが重要である。また、取組を推進していくためのキーパーソンの育成も大切である。 

○青森県 平内町立平内中学校長 目時 聖児 先生 

・育成すべき資質・能力を明確化してこそ、教育課程の質が高まっていく。小中連携についても、

育成すべき資質・能力を基盤に考えていくことが大切である。 

・伸ばすべき強み・長所、あるいは補完すべき弱み・課題が何であるか把握し、いつどんな場面で

どのように伸ばしていくか、あるいは補完していくかを考えていくことが大切である。  

・今後の展望として、①小規模校の増加への対応（教職員の負担増加を防ぐための効率化）、 

②研究成果の一般化（新任教頭や異動があった教頭の負担減）、③研究成果を日頃の実践にどう

生かすか、の３点が大切である。 
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第１B分科会 研究課題「教育課程に関する課題」 

■提言者 北海道檜山教頭会 乙部町立乙部中学校 教頭 甲谷 美映子 先生 

■提言テーマ 

 檜山の特色を生かし未来を切り拓く力を育む 魅力ある教育活動の推進と教頭の役割 

  －ふるさとに根差す活力ある教育課程づくり－ 

■概要 

 地域の人的・物的資源の活用について「量的支援」と「質的支援」 

の２つの視点をもとに考察し、「つなげる、つながる」を合言葉に、 

教職員同士、地域と教職員、教頭同士をつなぐ実践について提案された。 

研究の柱として、共同知の構築（データベース化）や、いつ・誰に・何に 

ついて・どのような関わり方をしていくかという教頭のハブ機能の明確化 

により、教育の質の改善を進めた。 

 

■グループ協議 

 協議の柱を「地域の人的・物的資源を、ふるさと教育に利活用するための副校長・教頭の役割」

として、協議を行った。 

・地域には魅力ある資源がたくさんある。また、教職員は数年で異動してしまうことを踏まえると、

ふるさと教育を充実させるための「人材バンク」や「社会科副読本のような地域に密着した学習

教材」の充実が大切である。 

・「ふるさと教育」を探究学習として質を向上させていくためには、 

「何のために」ふるさと教育を行うのかを意識し、イベントで終わる 

ことがないようにすることが大切である。 

・地域の強みだけでなく、「弱み・課題」に着目することも考えられる。 

ないか。課題が多いと思われる過疎地域や小規模校でも、地域学習 

を充実させているところが多くある。 

・子どもの声や思いを大切に、「ふるさと教育」を進めることが大切である。 

 

■指導・助言 

○札幌市教育委員会 指導主事 吉田 卓矢 先生 

・ねらいやビジョンを明確化することで、子どもたちが将来への希望をもったり、夢や憧れをもっ

たりできるようにしていくことを大切にしたい。 

・教育の「意義」や「価値」を発信し、語ることの大切さを常日頃感じているところである。 

・「ふるさと教育」を通して、地域で学ぶことの良さを「子ども」も「教職員」も感じられるよう

にしてほしい。教師自身がときめいたものを教材にすることで、教育活動に命が吹き込まれる。

そうした教材を通して、子どもたちが９年間学び、未来に向けて進む「力」をもつことができる

ようになる。 

○青森県 平内町立平内中学校長 目時 聖児 先生 

・教育資源が豊富であっても、活用され、改善していかなければ、資源としての価値が半減してし

まう。地域の教材化に向けて、教育資源をつなぎ、社会に開かれた教育課程を実現することは、

教育資源の価値を高め、さらには教職員の資質向上を図るという側面もある。 

・ふるさと教育を推進していくため、今後に向けて、継続性（活用事例のデータベース化）、協働

性（小中９か年を縦串とした教育資源・活用事例の整理）、関与性（コーディネートを担う地域

人材の発掘）の３Ｃを大切にしてほしい。 


